危機に立つ一般教育(その一) by 杉浦,忠夫
危機に立つ一般教育（その1）
杉　浦　忠　夫
はじめに
　大学における一般教育は，戦後の教育改革によって新制大学が発足したさい
に，専門教育とともに新制大学の教育を支える重要な柱として，大学教育のな
かに取り入れられた全く新しい教育課程である。
　旧制度の大学は，中等教育4年修了後の3年制高等普通教育機関（高等学校
高等科・大学予科）修了を入学資格とする限られた小数のための専門諸学の研
究教礫関であ。呈1それに対し噺制大学｝ま，6年制中等教育の修了を入学
資格とし，開かれた高等教育機関としての性格を与えられたために，発足時に
は想像もできぬほどの量的拡大と質的変容をもたらすに至った。しかしそれで
もなお新制大学は，「学校教育法」（第52条）によって，　「学術の中心として
’°°°°’齧蛯ﾌ学芸を教授研究する」という，旧制大学並みの「大学」としての面
目を保っことができた。
　新制大学は，その発足に当り，専門教育によって高度の専門性を身につけさ
せるにとどまらず，一般教育の導入によって，学問の過度の専門化・細分化に
よって起こりがちな独善的・功利的な専門性偏長と視野の狭さなどの弊害を避
け・それとともに，民主主義社会を維持・発展させるに適わしい幅の広い調和
のとれた教養と，自由で総合的な判断力を有する良識ある人間性を育成すると
いう理念を高々と掲げ，一般教育の普及に絶大な期待を寄せて出発した。
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　その格調高い理念が新制大学の発足を飾ったにもかかわらず，新制大学発足
後37年を経過しようとする今日，遺憾ながら一般教育は，大学教育全体のなか
で魍た碓置を占あることができず，終女台二貫汝不評と不信縣と軽視
にさらされ続けている。
　大学紛争を契機に，各方面から一般教育改善策や大学改革案が提出され，ま
たそれに基いて教養部の改組や総合科目の導入などの改善が行われはしたが，
一般教育の不毛性・形骸化・空洞化を難ずる声は一向に鳴りやむ気配はなく，
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ー般教育縮小論・不要論，教養部解体論などが，いぜんとして繰り返されてい
（2）
る。のみならず，専門教育優先・一般教育軽視の傾向は，ここ十数年のあいだ
に，ある意味で合法化されつつあるとさえ言える様相を呈している。　「大学設
　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）置基準の一部改正」（1970年8月）に至る1960年代の一連の関係文書を見れば，
そこには「弾力化」とか「現代社会への対応」とかいう美名のもとに，一般
教育の非難封じと履習上の負担軽減を狙うあまりとは言わmpまでも，一般教育
の理念をトーン・ダウンさせて，一般教育を専門教育のなかに溶解・吸収させ
る方向でr般教育の名目を救い上げようという気配が感じられうからである。
　一般教育が専門教育に埋没した形でしか自己主張できない状態に立ち入るの
なら，大学は再びかつてのA．問教育不在の偏頗な専門教育優先主義の病弊に陥
りはしないだろうか一おそら”〈そうした危機盛の表明であろうか，1970年代
後半に入ってから，「一般教育学会」の殻立q979年12月）に象徴されるより
に，戦後教育の見直しをかねた一般教育の建て直し作業が｝ヰじまった。
　現在，臨時教育審議会（1984年8月設置）は，　「第三の教育改革」を謳った
中教審答申「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策に
ついて」（1971年6月，いわゆる「四六答申」）．を引き継いだ形で，「明治以降
の我が国近代教育を全面的に見直し……21世紀に向けて」を合言葉に抜本的な
教育改革に取り組んでいる。lg86年4月中に基本答申（第二次答申）が提出さ
れる由だが，おそらくその答申のなかでも，大学教育のなかに占める一般教育
の役割りなり，在り方なりが提示されることになるだろう。そのさい，大学設
置基準をまたまた大幅に自由化・弾力化することによって，一一般教育を一段と
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縮小・後退させるのか，それとも言うところの「人間性回復」のスローガンに
合わせるべく，一般教育をより一層充実・強化・多様化の方向に向かわせよう
とするのか，その帰趨のほどは今のところわからない。
いずれにせよ，臨教審基本答申が提出されたあとに，今まで以上にまたまた
激しい教育論争が展開されることは必至である。不毛な論争に陥るの愚を避け
る最善の策の一つは，いたずらに現在の欠陥を突いたり，末来を展望すること
から出発するよりも，過去のそもそもの出発点に立ち帰ることから出直しを図
ることであろう。
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　一般教育の新制大学への導入は，戦後の教育改革のすべてがそうであったよ’
うに，第一次米国教育使節団報告書の示唆・勧告と，GHQ民間情報教育局
（CIE）教育課の指導・監督1（より詳しく言うなら「強力な内面指導」）によっ
て決定され，しかも急ピッチで実施された。4年制大学の設置決定（終戦の翌
年1946年12月27日の教育刷新委員会第一回建議による）から新制大学の発足
（1949年）に至るまで，わずか2年半にも満たぬ異例の超スピードで占領下の
教育改革のすべては遂行され窪
　大学改革は，威信ある有力官立大学から終戦真際に専門学校に昇格したばか
りの師範学校に至るまで，多層異質の高等教育機関を再編統合することからは
じめねばならなかっt：6それだけに立地・財政上の諸条件や学校・教員格差な
どの複雑な諸要件に災されたが，1949年春の新学期には紆余曲折を経ながらも
何とか新制大学の発足に漕ぎ着けることができた。敗戦直後の物心両面ともに
疲弊し虚脱した時代に，抵抗らしい抵抗もなく全面的に教育改革を受入れたこ
とは，勝者に対する敗者の常からというよりは，むしろ教育使節団報告に盛り
込まれたアメリカ教育思想（ニュー・ディール的理想主義とプラグマチズムの
教育哲学）の自信の強さと，それを支えている誇り高いデモクラシ＿信仰に対
して抵抗すべくもなかったからだというのが正しいであろう。皇国史観・超国
家主義・軍国主義思想が一掃されたからといっても，新しい民主主義の時代に
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即応した教育改革と新しい大学像の確立を自信をもって推進するに足る教育哲
学は・教育使節団来日前には，残念ながら当時の大学人にはほとんどなかった
のである。最高の権威を誇る官立大学にも，最も代表的な学者・教育者を擁す
る集団のなかにもなかったのである。
　教育使節団の来日直前に，　「米国教育使節団二協力スヘキ日本教育家ノ委員
会」　（委員長南原繁）と，東京帝国大学「教育制度研究委員会」　（委員長戸田
貞三）が発足し，両委員会はそれぞれ改革案を発表した。しかしその改革案に
してからが，民主主義社会における高等教育のあり方を大所高所から論じた使
節団報告には到底及ぶものではなかった。両委員会の改革構想は，もっぱら旧
制度の高等教育の特権的な階層性を打破すべきであるという意図はまずまずと
しても，そのための制度上の再編成について言及しているだけで，あるべき姿
の高等教育の内容についてはまったく触れていなかったからである。米国教育
使節団報告書の発表（1946年4月7日）後，示唆・勧告の内容が理解され実行
に移されるまでの日本側の混迷と模索にしびれを切らしたからかどうかはわか
らないが，CIEは報告書の示唆に従って，大学設立規準の制定とその適用を
本務とする大学入の自主的な機関を設立させ，その機関を通じて新しい大学制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）度のなかに一般教育を普及し定着させることを計画した。
　CIEは1946年10月，文部省内に「大学設立基準設定に関する協議会」を設
置させ，教育刷新委員会による四年制大学設置の決定と教育基本法及び学校教
育法の公布（1947年3月）を機iに，上記協議会を文部省から切り離iして，新制
大学設置に関する基準の自主的決定に当たる民間専門団体に切り替えさせた。
座長に東京工業大学学長和田小六が選ばれ，同年7月に同協議会が「大学基準協
会」として全国的組織に拡大されると，和田はその初代会長に選出された・
ユ948年2月，新制大学の誕生前に「一般教育の目的，方法及び組織などに関す
る一般的事項を研究すると共に，この趣旨を周知徹底せしめる方策を研究する」
ことを目的に，同協会内に「一般教育研究委員会」　（委員長橋本孝慶大教授）
が発足した。同委員会は，さらにその下部機構として人文科学．社会科学・自
然科学の三部門の委員会を東京・関西両地区に開設，二次にわたる中間報告の
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発表と，CIEの後援によるIFEL（教育指導者講習会）での研究・討議と
一般教育研究委員会メンバー3名の，これまたCIEの後援による米国諸大学
における一般教育制度の視察などを経て，1951年9月，第三次最終報告『大学
に於ける一般教育一一般教育研究委員会報告」　（大学基準協会資料第10号）
　　　（6）を上梓した。
　新制大学における一般教育の普及拡大に，CIE教育顧問団の「強力な内面
指導」があったことは確かであるとしても，だからといって大学基準協会関係
者の果した先導的な役割りが過小評価されていいことにはならない。初期の大
学基準協会のメンバーのなかには，CIE教育顧問団に一歩も引けを取ること
なく，一般教育の理念を展開し，自主的運営のもとにその実践を試みた大学人
もいたのである。
2
　旧制度から新制度への大学の移行期に，一般教育理念の普及とその実践は，
CIEとの密接な連携のもとではあれ，もっぱら大学基準協会によって行われ
た。そのさい，積極的な啓蒙運動を展開したのは同協会内の一般教育研究委員
会であり，一般教育理論の提供者となったのは，大学基準協会会長和田小六を
はじめとする上原専禄（東京商大），玉虫文一（東大），橋本孝（慶大），佐々木
吉郎（明大），木村健康（東大）などの大学人であった。一般教育の新制大学
への導入と，大学基準協会初代会長和田小六の名は分ち難く結び付いている。
和田を「大学設立基準設定に関する協議会」の座長に据え，やがて大学基準協
会会長に選任させたCIEの狙いに誤りはなかった。
敗戦の前年1944年12月，和田小六は八木秀次のあとを追って東京工業大学第
ミ代学長に就任した。その翌年，すなわち終戦の年の9月，戦後の教育改革な
ど雲をつかむような混沌たる時代に，和田は教授助教授懇談会の席上，　「教学
刷新委員会」の設置を決め，また別途に「学制改正委員会」を設置し，1946年
2月，「東京工業大学刷新要綱」を決定，同年4月から来るべき新制大学の理
念を先取りするかのように，工学系単科大学の学科課程のなかに入文科学と社
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）会科学の科目を取入れるという，新構想の学制を発足させた。
　　和田は・技術家兼教育者として，戦前の視野の狭い専門技術者育成の弊害を
根本的に反省したうえで，人文科学一，社会科学を工学系木学教育の正課のなか
に取入れることによって，　「教養高き技術者」の養成を図るべく新学制を断行
したのである。東京エ大は（東京商大やその他の私大とは違って）予科をもた
ず，入学者は高等普通教育機関の修了者よりも，むしろほとんどが工業専門学
校（旧称高等工業学校）出身者であった。中等学校5年卒業後に3年間の専門
職業教育を経て入学してきた学生たちに接して（修学年限は戦時下のため，実
際には1～2年ほど短縮されていた），・和田がかれらの入文的教養の欠如と技
術偏重の傾向に途惑いと呆然たる思いにとらえられたであろうことは想像に難
くない。
　和田小六は明治の元勲木戸孝允の愛孫として育ち，2年にわたる欧米留学の
のち，我が国の航空機構造学の権威として，東京帝大教授，航空研究所長，日
本航空学会長・技術院次長，航空技術協会会長などを歴任し，技術家たるにと
どまらず滴い翻と広槻野をも。融養入であ。たとい駝購観通し
たうえで来るべき時代の新しい技術家養成を考慮に入れて人文科学・社会科学
の導入に踏み切ったのか，それともそれはたんに工業技術系学生にありがちな
視野の狭い専門偏長を目の当りにした驚きからのことであったのか，判別はつ
きかねるが，さきの東京工業大学刷新要綱や「大学設立基準に関する要項（工
学関係）案」（1947年5月），また大学基準協会『会報」に掲載された総会その
他の会合での会長「挨拶」，『文部時報』所収の小論，そのほか死後残された
「覚書」などを一読すればわかるように，いずれにしてもその先見の明は当時
として抜群のものであったことは確かである。
　大学制度の改革など話題にものぼらず，また米国教育使節団の来日もなかつ
た時期に，　「一般教育」という語ではなかったにせよ，また工科系学生を対象
とした改革であったにもせよ，大学教育における入間教育の重要さを指摘し，
それの制度化を断行したのは和田小六ならではのことであろう。占領下にあつ
て，CIEと何の関係もなく，まったく自主的に個別大学で改革に踏み切oた
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和田の識見と指導力は，異例中の異例とも言うべきである。大学基準協会会長
として，また同時に大学設置委員会委員長（のち同審議会会長）とし、て新制大
学設立の基準適用の作業と一般教育の普及・推進に当る最高責任者として，和
田の早期のあの実験は豊かな結実をもたらすはずであった。
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　すでに見たように，和田小六は東京工業大学学長として，新制大学発足以前
に同大学での一般教育の実践に抜群の指導力を発揮したが，その実際上の手腕
とそれを裏付ける一般教育観は，一般教育の啓蒙期（1947年の大学基準協会の
成立期から，’1951年cb同協会一般教育研究委員会最終報告r大学に於ける一般
教育』発表に至る期間をこの名で呼ぶ）における大きな導きの星であったと
言ってよい。技術家として何よbも実際家であった和田には，一般教育理論を
体系的に論じた文書ほ欠けそいるが，それでも「高等教育の課題」及び’「一般
教育と専門教育」と題する小論（『文部時報r1951年1月，1952年1月）は，
和田の一般教育理論の要約ともなっているこかれはあとの小論で，旧大学令1
条の大学規定と学校教育法52条の新制大学の性格規定を比較引用しながらジ新
制大学の特質は人間形成機関としての意義をもつことにあると説き，有名なハ
ーヴァード大学報告書「自由社会における一般教育』を長々と引用したうえ
で・一般教育と専門教育とは対立関係に立つものではなく，相互に有機的・統
、的なものとして大学の教育内容を形づくるべきであると説いている。
　、般教育と専門教育との有機的な関連が総合的な視野の育成と入聞形成に寄
与するという発想は，別に和田個人のものではなく，一般教育の啓蒙期に一般
教育概念の理解とその実践方法に極めて大きな影響を与えたハーヴァード報告
書の基本原理であり，実は当時の大学基準協会関係者にとっては共通の了解事
項であった。ただ和田のばあいには，他の何入にもない実践体験の裏付けがあ
った。
　1947年から51年に至る旧新制移行期は，一般教育概念の明確化と一般教育の
普及・拡充のためにもっとも活発かつ積極的な活動が展開された時期だった。
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和田小六を頂点とする大学基準協会，とくに一般教育研究委員会メンバーの研
究調査活動と，各地で開催されたIFEL・研究集会・．講演会等を通じての
CIE顧問団の精力的な啓蒙運動など一この時期の一般教育関係の諸問題
は，専ら大学基準協会とCIEとの密接な連携プレーに基いて（まったく文部
官僚の統制抜きで）推進されたのである。1956年10月に「大学設置基準」（省
令）が公布され，それによって大学基準協会の制定した「大学基準」は法的効
力を失ったが，一般教育を合む新制大学の骨格づくりは，上に見たように大学
基準協会とCIEとの共同作業であった。
　なるほどCIE顧問団の面々は，大学基準案の作成過程においても，また一
般教育関係の研究集会等においても，直接・間接に関与し，指導・助言（いわ
ゆる「内面指導」）を与えたが，だからといって占領下の大学改革（新制大学
の誕生・一般教育の導入など）が，すべてCIEの指導・監督のもとで進めら
れたとは言えない。大学基準協会に結集した大学人たちは，｝・たずらにCIE
の「内面指導」を盲目的に受け入れたのではない。かれらは自主的・自律的な
判断によって受けとめようと努めたのみか，むしろ進んで使節団報告書を新し
い大学づくりの有力な理論的踏み台にして，新制大学の発展に並々ならぬ情熱
をもって取り組みはじめたのである。当時のそういう大学人の一人に東京商科
大学学長上原専禄を数えることができる。
4
　1947～51年の，いわゆる一般教育運動の啓蒙期に発表された一般教育関係の
少からぬ著作・論文のなかから，このような主体的な取り組み方を窺わせるに
足るもっとも鮮鋭にして，かつ密度の濃い一般教育論を取り上げるとすれば，
上原専禄『大学論』（1949年毎日新聞社187頁）を挙げることがでざる。実
際，大学間題をかれほど強度に内面化し，大学の再建を主体的に考え抜いた大
学人は，上原をおいてはあとにも先にもいないだろ駝（個。の例証を挙げら
れぬのは残念だが）大学再建のために「示唆することまことに多い」文書とし
ての教育使節団報告書の高い評価，大学の三つの職能（真理の探求，社会人の
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育成，職業人の訓練）の責任ある遂行の力説，戦前の高等教育と大学人のあり
方に対する批判の痛烈さ，大学教育における一般教育導入に対する積極的な高
い評価，一般教育と専門教育との相互関連の強調，人文・社会・自然科学の3
系列に生物科学を加えて4系列にすること（シカゴ大学方式にならって）の提
案，一般教育の成果を高めるための大学教授法の重視など一，あの時期に大
学問題一般教育問題について論陣を張った何入かの大学関係者に比べれば，
事態の受け取り方と問題設定の真摯さ，対象との主体的な関わりの深さ，また
将来を展望する予視能力の確かさなどの諸点においてのみならず，大学再建へ
の激しい情熱と気迫において，上原専禄の一般教育論は一頭地を抜いている。
米国教育使節団報告書を大学改革の出発点とした大学改革論者・一般教育推進
論者たちのなかにあって，上原は米国使節団報告書の内容に引けを取らぬ独自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）の教育哲学を持ち得た数少ない大学人の一人である。
5
　上原の「大学論』のほかにこの時期を代表する著作を挙げるなら，大学基準
協会一般教育研究委員会メンバー7名（東大木村健康，同玉虫文一，早大吉村
正，立大細入藤太郎，慶大山本敏夫，一橋大増田四郎，同板垣与一）が熱っぽ
い議論を交わしている座談会の記録「大学一その理念と実際（共同討議）」
（1950年4月　国元書房）と，既述「大学に於ける一般教育一一般教育研究
委員会第三次（最終）報告」（1951年9月　大学基準協会），およびこれらに
やや遅れて発表された玉虫文一「科学と一般教育』（1952年11月　岩波書店）
の3著で，いずれも一般教育の理念と実際を多方面にわたって考察・検討した
ものである。以上の4著と大学基準協会機関誌「会報」各号に掲載された数多
くの論稿から，当時の一般教育論の基調をなしていると思われる論点（条件整
備への要求などを別にして）腰約・鯉してみる。
　1）一般教育　（General　Education）は，限られた小数のためのLiberaI
EdUCationとは基本的に異る。一般教育の根本的な目的は人間形成への寄与に
ある。すなわち，民主主義社会を維持し発展させる「正しき思考をなす良き市
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民」の育成にある。一般教育の大学への導入は，人間教育の重視という点で画
　　　　　　　（11）期的な意義を持つ。
　2）　一般教育は専門教育の予備的段階に位置するものではなく，両者に上下
優劣の差はない。両者は対立関係に置かれるのではなく，ともに大学教育の不
可欠の要素として，一般教育三系列間の均衝の原則を保ちつつ，有機的に総合
されるべきである（「均衝」と「総合」の原則）。調和のとれた豊かな教養ある
専門職業入の育成は，このような両者の総合のうえに成り立つ。
　3）　新制大学における一般教育は，旧制高等学校・大学予科におけるいわゆ
る教養教育とは質的に異ることを担当教員は銘記すべきである。学生の自主的
な研修に重点を置いたカリキュラム編成と教授法の工夫・改善が望まれる。
　4）　要は，大学教員が新制大学における一般教育の目的と意義を認識し，そ
の方法を自主的に検討すべきである。いたずらに旧制度に郷愁を感じて，新制
度を見下すような態度が改められない限り，一般教育の発展はあり得ず，従っ
て日本の今後の学術・文化の発展もあり得ない。
6
　大学基準協会のメンバーによって発表されたあの当時の論稿や著作を読み返
してみると，自らがかつて身を置いた旧制高等教育の在り方に対する深刻な反
省と自己批判に基いて，一般教育を大学教育の核心として定着させることによ
り，新しい高等教育の体制作り・を目指そうという，かれら指導的大学入の創造
と再建への意気込み・熱気といったものがひしひしとわれわれ読者に伝わって
くる。これらの著述（ことに上原『大学論』）は，敗戦直後の窮乏時代にあり
ながら，教育改革を契機に燃え上った大学再建のへ情熱がいかに強烈なもので
あったかを物語る貴重なドキュメントである。
　ともあれ占領下という特殊事情のもとで，しかも短期間に「大学基準」を作
成し，発足したばかりの新制大学の軌道に一般教育を乗せた大学基準協会関係
者の努力は，いくら高く評価しても評価し過ぎることはあるまい。なるほどの
ちになって考えれば，将来を見通した積極的な提案がいくつか出されていたに
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もかかわらず，　「大学基準」，の一般教育関係部分に条項化されずに終ってしま
ったものがあることに憾みが残りはするものの，後日に不備・不十分が指摘さ
れるからといって，かれらの努力の価値が割り引きされるものでは決してな
い。
　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　r
　実際，和田，上原，玉虫，その他大学基準協会を代表する指導的大学人が随
所で展開した一般教育論の各人各説を集約してみれば，われわれはそこに一般
教育問題に関して考えら九る限りのほとんどすべての問題が洩れなく語り尽さ
れていることに気づくはずである。総合科目・学際科目・生物科学などの導
入，科目編成における画一化と一般教育の通俗化・、低俗化への傾斜を戒める警
告・時代の変化に即応し．た科目編成など，力点の置き方に多少の強弱の差はあ
れ，将来を見越してのことかと思われる提案が多々見出される。もとよりこれ
らの一般教育論のなかには，言及されずに見逃されてしまった問題点もいくつ
か散見できはする’。しかしこれら諸論諸説が後日の一般教育論展開の有力な論
拠を提供してくれる宝庫といっていいほど，そこには一般教育に関する諸問題
がほとんどすべて盛り込まれているのである。　　　一
　　　　　》r　　“t・｝・　　』　　　　　　　　　　　　　　　　i　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　『般教育がなぜ順調に発展できなかったのか，，それを解く鍵を，上述した各
種一般教育論及び啓蒙運動や，大学基準の一般教育関係条項にかいま見られる
不備なり限界なりに求めるのは当らない。求められるべきは，むしろ新制大学
と一般教育の目的及び意義を理解しようとさえしなかった当時の大学教員の無
責任，かつ未成熟な態勢である。　・
　さて以下で，上述した一般教育関係諸論稿のなかでついぞ深く検討されるこ
とのなかった問題点と，論義・批判の対象とされながら，それ以前の状態とな
んら変ることなく残ったものとを合わせ取り出すことによって，一般教育の発
展を妨げた阻害要因を列挙してみよう。
　1）　「良き市民」の概念規定の欠落丁
多くの一般教育論は，一般教育の根本目的の一つは，調和のとれた教養ある
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「良き市民」（good　citizenship）の育成にあり，民主主義社会はこのような
「良き市民」によって支えられ発展するのだと再々強調してきた。しかしなが
ら多くの一般教育論は，「公民」「皇国民」に代わる「良き市民」の概念にな
んら道徳哲学的省察を加えることなく，浅薄かつ大雑把なとらえ方で満足して
しまった。「良き市民」概念の確立を入間の生き方の問題として内面化するほ
どの徹底性が欠けていたからだろう。こうして精神的価値への覚醒をうながし，
功利的物質主義的幸福追求への傾斜を戒める好機が失われ，民主主義社会を支
える市民像の倫理性が確立されぬまま，権利主張・責任回避・義務放棄の底の
浅い民主主義がまかり通り，やがてそれが大学を浸食するに至ったのである。
　2）　学部と大学院の制度を不明確にしたまま新制大学を発足させたこと一
　一般教育の導入期に，一般教育の理念及び実践のモデルとしてもっとも大き
な影響を与えた文書は，周知のごとくハーヴァード大学報告書であった。一般
教育の健全な発展を期待するのであったなら，「積み上げ型」だの「クサビ型i
だのと言う前に，大学体制をはじめからハーヴァード型に改造するような提案
がなされてしかるべきであったろう。ハーヴァード型一般教育が，高度の職業
専門教育機関である大学院制度（graduate　schoo1，　professional　school）を前
提として成り立つことは，大学基準協会関係者が知らなかったのではない。た
だ十分な理解であったにせよ，不行届きな理解であったにせよ，啓蒙するにし
ても実現するにしても，日本の大学の「学部」の壁が余りにも厚過ぎたのであ
る。
　1950年，米政府の人事交流計画と大学基準協会の推薦に基き，慶大教授奥井
復太郎は玉虫，細入両会員と二か月余りアメリカ各地の諸大学を視察，帰国後
奥井は「一般教育に関して米国大学から学ぶべきもの」と題して報告文を書い
た（『会報』第8号1951年3月）。奥井はそこでアメリカのカレッジと太学院
との相関関係を紹介しながら，　「我が国では学部と大学院の関係が明確を欠く
ように思われる」と述べたあと，「日本の大学が独自の性格をもつとしても，
これらの点を考えて学部の性格や本質，大学院との関係等をもう一度明確にし
て周知せしめる必要があるのではなかろうか」としめくくった。結局，奥井は
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両者の関係を，指摘するだけにとどまって，具体的な改編構想を出さずに終っ
てしまった。奥井はのちに新制への転換期について，「もっと深い徹底した検
討や測定が行われてしかるべきであった」と悔んだ（「新制大学への反省」「会
報』第18号　1953年11月）。奥井は，この論文と翌月（1953年12月）に行われた
「我が国社会の実情と新制大学」と題する座談会で，同席の佐々木吉郎（明大）
にうながされて四年制大学と大学院の制度問題に再び一こんどは一段と強い
調子で一注意を喚起したが，またしても具体的な改革案は出さずじまいに終
ってしまった（「会報」第19号1954年2月）。奥井の見解は時期尚早と言うべ
きだったのだろうか，ともかくも1950年代はじめの新制大学成立初期には，ア
メリカ型カレッジと大学院の関係などは，まだまだ理解さるべくもなかったの
　　（12）
である。
　3）　「大学基準」は不本意就学者の急膨張を予想せず，学生性善説を前提と
して作られた一
　改革期の一般教育論の不備・限界を学生との対応関係において見るならば，
それは，学生数がこれほど急激に膨張するとは予想もできなかったことと，学
生は当然のことながら読書し思索し，自主的に学ぶ者であるという「学生性善
説」を暗黙の前提としたことである。量の増加が質の低下をもたらすことは当
然わかっていたはずであろうが，大学が高度成長と大衆化社会の出現とともに
レジャー・ランド化し，合格して入学はしたものの，読書習慣も知的好奇心も
持たず，自ら学ぶ気力も方針もない，いわゆる不本意在学生がこうも大量に増
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
Kるとは，　　　　　だれ一人まったく予想だにできなかっただろう。
　「講義に関しては，1時間の講義に対し教室外における2時間の準備又は学習
を必要とすることを考慮し，毎週1時間15週の講義を1単位とする」（1950年
改訂「大学基準」による）という規定にしても，一般教育科目36単位以上（3
系列それぞれ3科目12単位以上）という履習条件（のち1956年公布の省令「大
学設置基準」では3系列の履習条件が緩和され，以後ますます「弾力化」へと
傾斜する）にしても，もとはと言えば学生1生善説を前提として作成されたはず
である。今にして思えば，大学基準の一般教育関係条項は学生に対する期待と
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信頼に満ちた善意過剰の楽天的・理想主義的な表現であった。　　’
　不本意就学者の氾濫に対しては，今や一般教育の教授法もカリキュラム編成
も，質的な大改変を余儀なくされつつあるといってよい（かくあるべき一般教
育像とカリキュラム編成の提案については「その2」で後述）。現在の学生の一
般教育に対する不平・不満の多くが，講義内容の詳細な検討の末にかれらの知
的好奇心を満たすに足りないという結論に基づくものであれば，教員側に大き
な反省の要があろうが，一般教育の講義が一般教育であるがゆえにかれらにと
って耐え難い負担・強制・重圧でしかないとすると，その不平・不満たるや，
かれらの無力・怠堕の糊塗・弁明，言うなれば「甘えの構造」の一変種でしか
ないだろう。
　4）一般教育啓蒙運動は旧制固執教授を洗脳することはできなかった一
　新制大学が発足した当初，一般教育に対して大学教員がいかに無理解・認識
不足であったかを，1950年のIFEL（教育指導者講習会）の参加教員へのア
ンケート調査結果が明らかにしてくれる（大学基準協会事務局調査課「一般教
育調査資料」　『会報』第9号　1951年6月）。この調査によれば，「講和後は一゜
般教育がどうなるか判らぬ」とか，旧制大学観念にとらわれ過ぎていることか
らか，「専門研究に熱心で一般教育に熱意を注ぎ得ない」とかの返答を得たこ
とを伝え，最後に「概括的に云って新制大学の性格がはっきり認識されてい
ず，従って一般教育の重要性が理解されれていなように痛感される」と結んで
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　．．　　　、　H
　いつまでも経っても旧制への郷愁から抜け切れずに，新制学生の講義担当を
負担と嘆じ，一般教育を旧制高校・大学予科並みの予備教育と断じて，’般教
育の大学への導入をもって大学の低級化と歎く元旧制大学学部所属の教授のい
かに多かったことか，そしてその姿勢がいかに一般教育の健全な定着を妨げて
きたか　　，新制大学発足後数年を経て，東大教養学部教授玉虫文一は「一般
教育が次第にその本来の立場を失うか，それとも本来の立場を守り抜くか」と
の危機感を抱き，こう書いた。「このような情勢では，やがて一般教育は形の
みになってしまい，人間形成の教育としての理想は失われるのではないかとさ
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え思われる。」（「一般教育をめぐる大学問題」大学基準協会創立十年記念論文「
集『新制大学の諸問題」）玉虫の一般教育形骸化への危惧は，大学大衆化の到
　　　　　　　　　　　　　（14）来とともに現実のものとなった。
　大学基準協会を中心とする一般教育啓蒙普及の運動が，一般教育問題に関し，
て十分な効果を挙げ得なかった理由は，一っには同協会が文部省の統制下に入
らない大学入の自主的な有志団体一大学設置委員会（のち審議会）委員の半
数は同協会の選出委員であったが一であったことにも由るのかと思うが，決
定的な理由は，洗脳しようにも洗脳しきれないほど脳裡に奥深くこびり着いて
いた大学観，すなわち，旧学部制度に固執し，学術研究中心・専門職業教育の
伝統的大学観から脱しきれぬ頑述固牢な教授たちの権威主義的保守性であっ
た。しかもそれが神話化されたドイツ大学理念の幻影であるだけに，ことさら
に厄介であった。
　5）牢固たるドイツ的大学観の残津が一般教育の普及を妨げた
　19世紀初頭のベルリン大学の創設を華々しく飾った大学理念（Akademische
F「eiheit，　Lern－und　Lehrfreiheit）と，それに基く研究機関としての大学の概
念が「帝国大学」のモデルになったのであるという，一種神話化された「帝国
大学・ドイツモデル説」は，今なお亡霊のごとく俳徊している。
　なるほど19世紀後半から第一次大戦にかけて，ドイツの大学と学問はその質
の高さと研究成果によって，世界の学界をリードした。この時期にアメリカの
研究者が大挙してドイツ各地の大学に学び，帰国後ドイツ流の学問研究を範と
して大学院制度を作ったこと，また近代国家への発展を推進するために明治政
府が帝国大学へのドイツ・アカデミズムの輸入に本腰を入れ始め，おかげでド
イツといえば学問，大学といえばドイツといった風潮がいつしか作り出された
ことはよく知られている。
　東京帝国大学が我が国最初の，しかももっとも威信ある大学であっただけに，
その後に設立された官公立大学にも，また有力私立大学にもドイツ・アカデミ
ズムの観念は飛び火し，日本の大学（旧制）のモデルはドイツにあるかのごと
き幻影を与えてしまったのである。だが実状は違っていた。日本の大学制度に
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はドイツの大学に伝統的な学生の転学の自由もなく，私講師制度や大学教授資
格試験も出身大学就任禁止の慣習法もなく，権力に庇護された「学問の自由」
の美名のもとに，ドイツ・アカデミズムを学問の権威づけの恰好の具として，
講座主任教授の絶対的権力と教授の同族繁殖，西欧（特にドイツ）の学術成果
の直訳的な模倣がまかり通る腐食の構造であったといってよい。
　旧制度下にあっては，我が国の多くの大学人にとって，ドイツの大学は伏し
て仰ぐべき学術研究の大先輩，アメリカの大学はドイツの大学の後塵を拝する
後発型と映じたばかりか，文化（Kultur）に対する文明（Zivilisation）を象徴
するものとして受け取られ，やがて（図式的思考に身を任せて裁断することを
好む我が国知識人特有の通弊に従ってであろうか）聖一俗の関係に置き換えら
れさえしてしまったのである。この観念が牢固として抜き難く大学人の脳裡に
住み着いていたればこそ，アメリカ直輸入の一般教育の普及が妨げられたので
ある。旧制大学の講座に君臨する教授の世界は，一般教育推進論者の熱弁も到
底届き得ない神域であった。しかもさらに驚くべきことは，そのような神域で
再生産された少壮教授が（先師の遺訓に従ってのことか），専門重視の旗を高々
と掲げつつ，一般教育を低く見ることをもって己れを高しとしている姿である。
　6）　実学偏重の思想が道徳哲学の不在と相侯って一般教育の理念を駆逐し
　　た一
　ドイツ・アカデミズム亡者の大学観にもまして，一般教育の普及を妨げた兀
凶の一つは，日本人特有の実学偏重の功利主義である。したたかなリアリズム
といえば聞えはいいが，その実，高きを貴しとせず，低きに流れて俗に親しむ
の，言うなれば俗物根性丸出しの実利主義である。
　学校教育による知識・技術の修得を出世の手段とのみ考える功利主義的教育
観は，すでに江戸時代の藩校・私塾・寺小屋の存在や，学制領布の際の「被仰
旙」（明治5年）からうかがうことカ・できる．それと肌ように，細大学
がドイツ・アカデミズムの強い影響のもとに近代化への道をたどりはじめたと
きに，工学・農学などの実学部門を，　ドイツ流の単科大学（Hochschule）と
せずに，総合大学（Universitat）を構成する学部（Fakultat）として包み込
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んだのも，「国家ノ須要二応スル」ための実学偏重・実利優先思想の表われと
いってよかろう。一般教育理念の伸び悩みがこのような思想と無関係とは思わ
れない。
　実利優先の思想は，物質的富の追求に狂奔するばかりに，目に見えぬ精神的
価値と道徳的価値に一顧だに与えず，卑俗な欲望の命ずるがままに行動するこ
とを民主主義の名をもって許容する。教育の名において功利主義的な幸福追求
に浮き身をやつし，大学教育を現実社会に適応するためだけの資格取得の一通
過地点としかとらえないような，空虚きわまる俗論のはびこる現実の世界で一
般教育の理念を説くのは難事中の難事である。だがしかし少なくとも目に見え
ぬ精神的価値というものの存在を自覚させ，物質的な富の追求は目的ではなく
手段でしかないことを道徳哲学の名をもって認識させること，それこそ大学に
おける一般教育の任務の一つでなければならない。
上原専禄は「新なる大学の実現を阻止せんとする幾多の契機が外界に発見せ
られる」として次のように書いた。それは「総じて原理的なるもの・理想的な
るものを顧慮する心情なく，いわんやそれを尊重する精神なく，低俗卑近なる
功利的打算の下に一切のものを便宜的に理解し，あらゆるものを便法的に措置
しようという一般風潮に外ならぬ。」（『大学論」本編序説）一大学をして「人
間形成の場」たらしめんとするなら，この「一般風潮」から学生を離脱せしめ，
より高き精神の世界へ導き入れようとするところにこそ，実は一般教育の本来
の意義があるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　注
（1）戦後発足した四年制大学が，6・3・3・4制学校体系の最終到達点としてすっか
　　　り定着してしまっている現在，今さら「新制」という語を冠することに奇異な
　　感を持つ向きもないではなかろうが，旧制から新制への移行期に，学生として
　　その転換の諸相を身をもって体験した立場からすれば，「新制」大学という語に
　　特別な響きがあることは否めない。
　　・ついでながら，「旧制大学」というとき，学部段階の大学を指すのであって，
　　専門学校に準ずる大学専門部は言及外である。なお，旧制私立大学のなかに
　　は，．中等学校5年卒業を入学資格とする2年制大学予科も併存した。
（2）第11期日本学術会議（学術体制委員会教育問題検討小委員会）の全国国公私立
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　　　　大学教務担当責任者を対象とするアンケート調査の結果報告（大沢勝・高木修
　　　　二編『日本の大学教育一現状と課題』1981年　早大出版部）によれば，「一般教
　　　　育は大学教育にとって不必要であるから，なくすべきである」という意見に対
　　　　しては，賛成わずか4％，反対84．8％と，圧倒的多数が一般教育の必要性を認
　　　　めている。
　　　　　「科学の創造的発展のためには，一般教育の時間をへらして，専門教育を拡
　　　　充すべきである」に対しては，賛成29．5％，反対49．8％，「科学の創造的発展
　　　　のためには，科学者の総合的・入間的な能力と知見が必要である。この観点か
　　　　ら，一般教育の充実・強化をはかるべきである」に対しては，賛成58．8％，反
　　　　対18．4％，また「現状のままでよい」に対しては，賛成8％，反対57．3％，そ
　　　　の他32．1％となっている。
　　　　　学部別にみれば，医歯系教員のなかに一般教育に対する否定的ないし消極的
　　　　な意向がかなり強く見られる。しかし一部医歯系を除けば，大半の大学教務責
　　　　任者に限って言うならば，種々の難問をかかえながらも，一般教育の充実・強
　　　　化の必要性を認めていることがわかる。
　（3）国立大学協会報告「大学における一般教育について」1962年3月
　　　　中央教育審議会答申「大学教育の改善について」1963年1月
　　　　大学設置基準等研究協議会答申「大学設置基準の改善について」1965年3月
　　　　薗大協教養課程に関する特別委員会報告「夫学における一般教育と教養課程の
　　　　改善について」1969年11月　　　　　1　’　　．…
　　　　省令第21号「大学設置基準の一部を改正する省令（一般教育に関する教育課程
　　　　編成の弾力化）」（1970年8月公布，1971年4月より施行）
’（－S）　占領下日本の大学改革が，いかに異例の超スピードで遂行されたかは次の諸例
　　　　と比較すればよくわかるであろう。．，　　．．．
　　　　　日本最初の大学である東京大学が，．1869（明治2）年に発足した東京開成学
　　　　校と東京医学校を母体に「東京大学」として誕生したのがi877（明治10）年
　　　　やがて「帝国大学」と改称して，名実ともにその偉容を誇示するのが1886（明
　　　　治19）年である。官立旧制単科大学である東京商科（現一橋）大学，東京工業
　　　　大学，東京文理科（のち教育）大学が，専門学校段階から大学昇格運動をはじ
　　　　めてその実現に到達するまで，10～20年を要している。
　　　　　占領下という特殊事情を割り引きしても，わずか三年のあいだに全国の異質
　t　　多層な高等教育機関が再編統合された例は，おそらく他にあるまい（なお・女
　　　　子系・キリスト教系の12校が一足早く，1948年4月に占領軍の特別の好意で・
　　　　新制大学として発足している）。その意味で，新制大学は急場しのぎあ妥協と
，　　　折衷の産物であり，財政的基盤の脆弱さゆえに，はじめから分裂と矛盾を孕ん
　　　　でいた。この波瀾含みの新制大学の出発を，東大学長矢内原忠雄はこう評した・
　　　　「政策遂行の腰上とはいえ，＿挙にこめ改編が成し遂げられたことは，継
　　　　なことであっだといえる。その際に占領軍もしくは政府は，日本∂）新制大学が
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　　実質的に『大学』として立つことのできるよう，最重要の国策として，大学充
　　実5か年計画のごときものを立案し，財政的に十分な基礎づけと裏づけをこれ．
　　　に与えるべきであった。」（「大学の理念と使命」大学基準協会創立10年記念論
　　文集『新制大学の諸問題』1957年大学基準協会）
（5）教育使節団にとっては，文部省は軍国主義・超国家主義的教育を推進した元凶
　　であり，新しい民主主義的教育体制確立のためには排除され，やがては解体さ
　　れるべき政府機関と映った。使節団報告書（第6章「高等教育」第4項「規準
　　の向上」および報告要旨「高等教育」の項）は，高等教育と大学における研究
　　の質的向上を図ることと，高等教育機関の設立資格を審査することを目的とす
　　　る高等教育機関を設置し，その創立委員（Charter　members）を，文部省関係
　　者を除いて「日本の教育界で尊敬されている教育者たち」をもって構成される
　　べきであることを提案した。（ついでながら，終戦翌年のGHQ民間情報教育
　　局教育課・文部省・教育刷新委員会の三者の対応関係を，ハリー・レイの好論
　　が生き生きと描き出している。（「占領期における教育改革」「天皇がバイブル
　　　を読んだ日』所収，59～113頁　1982年　講談社））
（6）大学基準協会の成立史（A），および同協会の初期一般教育啓蒙運動（B）に
　　ついての資料・参考書目。
　　資料A
　　　1，大学基準協会「会報』第1号（1947年4月）～38号（1959年8月），お
　　　　　　よび財団法人大学基準協会『会報』第1号（通号39号）以降現在まで。
　　　2．　『大学基準協会十年史』1957年　編集・発行　大学基準協会
　　　3．　田中征男「35年史研究ノート・大学基準協会の形成と『大学基準』の成
　　　　　立」（上）（中）（下）『会報』44号（1981．9），45号（1982．4），46号（1982．9）
　　　4．石川謙代表「近代日本教育制度史料』（第18・19巻第23編「教育に関する
　　　　　占領政策および教育改革」1957講談社
　　　5．日高第四郎『教育改革への道』1954洋々社
　　資料B－r会報』第1～10号（1947．4～1951．9）およびr資料』に掲載された
　　　一般教育関係論稿
エドゥィン・ウィグルワース「新制大学の概念」
トーマス・H・マッグレール「新制大学と一般教育」
ラッセル・クーパー「一般教育と社会科学」
一般教育研究委員会委員長中間報告
一般教育研究委員会東京地区社会科学部門分科会
会報第1号（47．4）
会報第2号（47・5）
会報第3号（48．11）
会報第3号（48．11）
会報第3号（48，11）
一般教育研究委員会社会科学部門関西地区分科会中間報告
　　　　　　　　　　　　　”　　　　　　会報3号（48．11）
「大学に於ける一般教育』　（第1次中間報告）
r大学に於ける一般教育』　（第2次中間報告）
橋本孝「一般教育研究協議会について」
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t資料第6号（49．7）
資料第9号（50．8）
会報第5号（50．5）
　　　　　杉山逸男「一般教育指導者講習会（一般教育部門）lgついて」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会報第7号（50．12）
　　　　　細入藤太郎「一般教育の根抵にあるも」　　　　　　　会報第8号（51．3）
　　　　　奥井復太郎「一般教育に関して米国大学から学ぶべきもの」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会報第8号（51．3）
　　　　　玉虫文一「アメリカ合衆国の諸大学の一般教育計画を視察して」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会報第8号（51．3）
　　　　　杉山逸男「教育指導者講習会（一般教育部門）について」　会報第9号（5L6）
　　　　　事務局調査課「一般教育調査資料」　　　　　　　　　会報第9号（51．6）
　　　　　関東地区大学一般教育研究会の発足　　　　　　　　　会報第10号（51．9）
　　　　　r大学に於ける一般教育』　（第3次最終報告）　　　　資料第10号（51．9）
　　　　参考書目AB
　　　　　1，海後宗臣・寺崎昌男『大学教育』（『戦後日本の教育改革第9巻』（1969年
　　　　　　東大出版会）一戦後大学改革に関してもっとも示唆するところの多い
　　　　　　抱括的・体系的な研究
　　　　2・　「大学基準協会創立10年記念論文集・新制大学の諸問題』1957年　大学
　　　　　　基準協会
　　　　3・天城，慶伊『大学設置基準の研究』第1部第2章　1977年　東大出版会
　　　　4．　『日本近代教育百年史』第6巻「学校教育4」　（第8編第3章）　1974
　　　　　　年国立教育研究所
　　　　5・　『学制百年史』（第2編第1章「戦後の教育改革」）記述編・資料編とも
　　　　　　1972年　文部省
　　　、　6・一般教育研究会『大学一その理念と実際（共同討議）』（1950年　国元書
　　　　　　房）　上原専腺『大学論』（1949年　毎日新聞社）玉虫文一『科学と一
　　　　　　般教育』（1952年　岩波書店）
　　　　7．　関正夫「一般教育運動試論」広島大学大学研究センターr大学論集」第
・　　　　　3集　1975年
　　　　8．　General　Education　in　a　Free　Society．　Harvard　Committee．　Harvard
　　　　　　University　Press　1946（19。　ed．1968）　　　　．
　　　　9・　General　Education－Current　Ideas　and　Concerns．（ed．）James　G・
　　　　　　Rice，　Association　for　Higher　Education，　National　Education　Associa’
　　　　　　tion　1964
（7）1946年4月1日，学制を改正。学科制を廃止して10のコース別学習課程に改め
　　　る。主な学内教育制度の刷新は次の通り。
　（1）．人文科学・社会科学・保健衛生・外国語の授業科目の設置。
　（2）　専門科目，単位の改正。
・（3）学科制度廃止，標準となる学習課程の設置。
　．（4）　2学期制度の採用。
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　　　　「東京工業大学90年史』1975年　財界評論新社
　　　　『東京工業大学100年史』1985年』（通史編・部局史編とも）編集・発行東
　　　京工業大学
（8）　和田小六の略歴は『会報』（旧）第13号（1952年8月），および前述東京工業大
　　学90年・100年史を参照。ほかに加藤一雄，、佐々木重雄などの回想（r会報』第
　　37号，既述『新制大学の諸問題』など）。　　　・
　　　　「すでに戦中から日本の科学技術教育のあり方に深い関心と批判をもち，敗
　　戦を洞察していて戦後における工業教育改革につき構想していたともいわれ
　　　る。」（海後，寺崎『大学教育』523頁）．
（9）田中美知太郎は，上原の学風と人物を一好意とかすかな皮肉を混じえて一
　　論じたエセー（『哲学談議とその逸脱』所収の「上原専豫の場合」1986年新潮
　　社）のなかで，上原特有の論説口調を「いろいろな枕言葉で飾り立て，ドイツ
　　的なレトリックを感じさせる文体」とさりげなく指摘している。（田中の本音
　　は，「こけおどしの文体」と言いたかったのではあるまいか）。正しくそれゆえ
　　　に，上原専腺の文は時として好んで引用されがちな，「いわば上原譜録ともいう
　　　べきものを生み出している。『大学論』所収の「大学教育の人文化」か『ら，若
　　干の例を挙げてみよう。・　　　・　　　　　’　T”
　　　　「世界の全体において自己を認識し，人類の歴史において自己を思考し，新
　　　なる価値を受けいれるに敏であってしかも外物に追従することをしない真に自
　　　由なる日本人を創りあげ，その人たちを日本の将来の担い手とする方法以外に
　　は，我が国の未来に希望をつなぎうる道は存しないのである。」
　　　　「個人の自己育成に約して言うならば，いかなる専門学者といえども，終生
　　　自らの一般教育を怠るべきではないのである。」（同じ意味のことをコーネル大
　　学総長パーキンスは飾り気なくこう述べる。「なんといおうとも，一般教養教
　　育は，本来人間の一生を通じて行われるぺき教育である。」J・A・パーキン
　　　ス，井門富二夫訳’『大学の未来像』1968年　東大出版会）
　　　　「我が国の大学の現状を顧みると，学問の名にも値しがたい気ままな研究業
　　績を，それも細々と挙げたり挙げなかったりしている現実であるに拘らず，大
　　学の使命は真理探求の府たる点に存すると自称して，青年教育の労をとるに甚
　　　だやぶさかであることの遁辞としているような事例も絶無ではない……19世紀
　　　初頭のドイツ巨匠たちの大学観念をそのまま借用し来たって，真理探求，学問
　　　研鐙の美名にかくれて，自他を研究者として育て上げることを怠り，教育の責
　　　任を回避するのは，一種不遜かつ怠慢の行為と言わねばなるまい。」
（10）　r大学論』で大学再建に身命を賭したとも思われるほどの上原の打ち込みよう
　　　の由って来たると．ころは何なのか。1950年代に入ってからは，打って変ったよ
　　　うに大学問題に完全黙秘し∫かつて「示唆することまことに多い」と賞揚した
　　　米国教育使節団報告書と新教育の「根本的欠陥」なるものを，何度も何度もし
　　　つこいほど同じ言い回しで繰り返し（例えば『危機に立つ日本一日本国民に訴
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　　　　える一』1953年　未来社），言動のすべてにおいてす．oかり典型的な進歩的文
　　　　化人に変身してしまったが，そもそも上原のこの変貌ぶりは何に由るのか。（上
　　　　原のいう「欠陥」とは，デモクラシーとヒューマニズムを一般的・抽象的にし
A　　　か考えず，具体的・現実的に考えなかったということにある）
　　　　　1923～26年のウィーン大学留学から終戦まで，』自ら言うごとく，新聞も専門
　　　　以外の雑誌も読まずに，ひたすら「禁欲的」に研究に没頭した（『世界史にお
　　　　けるインド』1956年　未来社）あげく，終戦とともにあっさり全文献資料を放
　　　　棄→大学再建論に転換→進歩的陣営に転身→60年安保の挫折→法華経三昧の遁
　　　　世生活，というまことに目まぐるしいほどの変容一その秘密は一体何なのだ
　　N　ろうかQ　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ　　　’　　　　　一つの対象に生命を燃焼させ，燃え尽きたあとの空白感の埋め合わせを他の
　　　　世界に求め，求めては失い，失ってはまた求めるという，悪循環の繰り返しに
　　　　終始した知識人の典型的な悲劇を上原に見る思いがする。してみると，あの
、　　一；『大学論』の熱気のこもった論調もジそうした絶えざる彷裡過程から生まれた
　　　　一産物であったということになる。　　’　　　　　、
　（11），旧学制から新学制への移行期には，．「一般教育」〔一般教養」「一般教養教育」
　　　　な’どの語は　（General　Education，　Liberal耳ducation，　General　Cultural
　J、　EdUCationの訳語として）’それぞれ明確な区別なしに用いられていた。大学
　　　　基準協会設立（1947年7月）に際して採択された最初の「大学基準」は「一般
　　　　教養科目」を用いたが（「会報』第1号），1950年の一部改訂で「一般教育科
　　　　目」と改めた。以来，‘この語が「大学設置基準」にも踏襲され，今日に至って
　　、いる。「一般教育」なる語の定着は，1947門50年の一般教育研究委員会メンバー
、　　・の啓蒙運動によるどころが大であろう。
　　　　　以下，一般教養と一：一一般教育との目立bた相違につい・て要約してみよう。
・　　・Liberal　Education（自由教育・一般教養などと訳される）は，伝統的古典的な
　　　　7自由学科（Septem。artes　liberales，　seven　l定beral　arts）の学習を中心にした
　　　：1西欧文化遺産の受容を通して，選ばれた少数の知的エリートのための人間形成
　　　　に寄与するが，これに対してGeneral　Education（一般教育）は学習者の入間性
　　ts　（human　nature）に関心を置き，個人の知的・情緒的・全人（the　whole　man）
　　　　的発達を目的として，実際的な世界を絶えず視野におき，知識の活用を人間の
　　・・　・・E的達成の手段として重視する。前者が既成の知的遺産の修得と特殊分野の
　　　　集中的な探求に適しているのに対して，後者には伝統的・固定的な研究領域や
　　　　知的枠組みを踏み越える学際的志向性がある。前者が職業教育の対応語であ
　　　　り，貴族主義的・静観的な性格をもつのに対して，後者は職業への適応性と社
　　　¶会的広がりを有し，同時に民主主義社会への即応性をもつ。（James　G．　Rice
　　　　（・d・）・G・…al　Educati・n－C・rre・t・ldeas　and　CQ・ce，n、，1964に基づいて
　　　煩約）
　（12）’新制大学設立の意義と一般教育の普及・拡充とは，学部および大学院の制度の
一234一
　　　明確化と大学院との関連のもとでのみ考えられるべきであることを力説した大
　　　学人は，奥井復太郎（慶大），玉虫文一（東大）のほかに，早くは伊地知純正
　　　のちに中島正信（ともに早大）などがいる。（伊地知については海後，寺崎『大
　　　学教育』421・422頁，中島論文についてはr会報』第30号「大学院大学の再検
　　　討」を見よ。玉虫のりペラル・アーツ・カレッジ改編の提唱については既述著
　　　作・論文のほか，蝋山政道編『大学制度の再検討』および『科学・教育・随想』
　　　所収の論文を参照）
　　　　新制大学発足当時の学部概念の混乱と不明確な理解が，その後の我が国の大
　　　学と一般教育の進展をどれほど阻害したかを，オーテス・ケーリー（同志社大）
　　　が次のように書いている。　「当時の新制大学の計画は，十分に理解されて実施
　　　されたとはとても言い難いのである。悪くひびくかも知れないが，何だかヨー
　　　ロッパの大学制度の一番悪いところと，アメリカの大学制度の一番悪いところ
　　　が重なってできあがったのが，日本の新制大学だというふうにうかがえる。」
　　　（「国際化と私立大学の役割　　外国人教員の立場から」　『大学時報』Vol．33．
　　　1984．7）
　　　現在の我が国の4年制大学の欠陥を指摘するのに，欧米両大学制度の一番悪
　　いところが重なってできあがったという発言は，まことに至言である。
（13）　アメリカの社会学者M・トロウは高等教育制度の発展を三毅階に分ける。すな
　　　わち，高学歴社会における大学は，かつてのエリート型（当該年齢人日に占め
　　　る大学在率15％まで）からマス型（同15％～50％）を越え，やがてユニヴァー
　　サル型（同50％以上）に向かいつつあるという。現在の我が国の高等教育段階
　　は就学率から言えばマス型ではあるが，学生の意識，価値観生活様式からす
　　れば，すでにユニヴァーサル型に属していると言えよう（マーチン・トロウ
　　　r高学歴社会の大学』天野・喜多村訳　1976年　東大出版会）
（14）一般教育の形骸化への危惧を抱いた大学人は玉虫だけではない。ただこうした
　　危倶・懸念の基底には，当時，学生側の学習態度への疑念・不信は全くなかっ
　　た。当時の大学人には学生性善説への信念がまだ残っていたのである。疑念・
　　不信は，専ら教授側に向けられていた。
　　　東大学長矢内原忠雄は，　「人間形成の場としての新しい大学」の使命の達成
　　　と一般教育の充実のために，　「老練な教授の協力」と「諸教授の研究と工夫」
　　に期待を寄せたが，現実は玉虫の予想に近いものとなってしまった。また東京
　　工大の佐々木重雄は同学の先輩和田小六の先駆的な構想が「結局聞き流されて
　　　しまった」と嘆いてこう書いた。「どうも大部分の大学教授は，いまだに旧制
　　時代と同じ考えで新制度の大学教育に対処しているように思われる。」（ともに
　　大学基準協会『新制大学の諸問題』より）
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